
注目のキーワード「長寿経済」

　厚生労働省によると、2025年の日本の女性の平均寿命は前年から0.20歳延びて87.33歳、男性は0.25歳延び81.35
歳となりました。WHOによると、世界全体でみても、平均寿命は2000年から2019年の間に男性が64.4歳から70.6歳
へ、女性は69.2歳から75.7歳へと6歳以上延びました。その後、世界全体の平均寿命は新型コロナウイルス感染症の影響
で低下しましたが、2023年には女性の平均寿命がコロナ禍前の水準に回復するなど、長期的に長寿化の流れが続くとみ
られます。
　長寿化は、医療や介護、社会保障制度などへの対応が必要となる一方で、新たな需要や経済活動を生み出す機会となり
ます。こうした考え方は「長寿経済（Longevity Economy）」と呼ばれ、世界経済フォーラム（WEF）は「人々が健康で経済的
なレジリエンスを保ちながら、より長い人生を送るために必要な条件が整った社会・経済」と位置付けています。従来から
ある「シルバーエコノミー」という概念は、主に高齢者向けの商品・サービス市場を指していたのに対し、長寿経済は、雇用
や健康増進、社会参加などを含め、長寿化を前提に社会・経済全体を再設計するというより包括的な概念といえます。
　WEFは、長寿経済を支える柱として、(1)経済的レジリエンスの確保、(2)全ての人を対象にした金融経済教育、(3)健康
寿命の延伸、(4)生涯にわたるスキル形成、(5)社会とのつながりや生きがい、(6)長寿格差の是正の6つを挙げています。
具体的には、例えば(1)経済的レジリエンスの確保では、「デキュムレーション（Decumulation）」が重要な要素の一つと
なっています。デキュムレーションとは、資産形成期に積み上げた金融資産を、退職後に計画的に取り崩し、生活費などに
活用していくプロセスを指します。長寿経済では、資産を「形成する」だけでなく、「計画的に使う」という視点がこれまで以
上に重要となります。そのため政府には、制度横断的な老後所得設計の整備が、企業には退職前後の金融経済教育の充
実が求められます。
　このように、長寿経済の実現には、金融システムをはじめとする社会の仕組み全体を長寿化に適応させることが欠かせ
ません。各企業においても、長寿化を新たな成長機会と捉え、経済活動に活かす方策を検討していくことが求められます。�

（政策調査部　主任研究員　鄭 美沙）

　自民党は、高市首相が主張した食料品にかかる消費税率を、来年4月から2年間限定で1％に引き下げることを
了承した。連立を組む日本維新の会も賛同していることから、いわゆる“食料品減税”が実現する見込みとなった。
　この政策には、自民党内を含めて様々な懸念の声も聞かれる。第一に、減税によって生じる税収減をどうやって
穴埋めするのかが明確となっていない。高市政権が掲げる積極的な財政出動を伴う成長戦略は、人口減少基調に
ある日本経済が生産性の向上によって成長を維持するためには欠かせない戦略だ。しかし、成長率を押し上げるこ
とで財政状況の悪化を抑制するという考え方に懐疑的な見方が多いことも事実だ。財政悪化に目が向きやすい
環境では、減税による財政への影響について丁寧に説明することが、金融市場への悪影響を抑えるためにも必要
だ。第二に、食料品減税は物価高対策の一環とされているが、食料品価格の引き下げ効果は一時的なものに過ぎ
ない。その多くを輸入に頼っていることを勘案すれば、円安阻止こそが食料品の物価高対策として有効だ。減税が
2年間限定ということから、減税終了後に税率が8％に戻されれば、7％の食料品価格押し上げ要因ともなる。以上
の二つの要素が、食料品の消費税減税に対する主な懸念事項だ。このほかにも、減税の対象とならない飲食店な
どへの影響や、レジのシステム改修コストなども、懸念材料として取り上げられることが多い。
　こうした懸念はもっともで、エコノミストとしては総合的に見た経済効果はどうなのか、という点に目を向けてし
まう。ただし、社会福祉的な側面からは、食料品減税は意義があるのかもしれない。食料品減税は、生きていくため
に必要不可欠なものに対する負担を抑制することだ。もっとも、その場合は食料品にかかる消費税率を恒久的に
ゼロとすることが望ましく、代わりとなる財源が求められよう。 � （嶌峰 義清）

時事雑感

10第一ライフ研レポート 2026.09


